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研究成果の概要（和文）：政策によってマクロ経済がどのように変化するかを予測する際に、人口動態の変化につなが
る家計の出生選択の影響まで考慮することは、マクロ経済の諸変数が人口の規模によって影響を受けるために重要であ
る。そこで本研究では、人口内生モデルによる一連の研究を概観した後、Oguro et al. (2011)に基づいて、家計の出
生選択が人口成長率の決定に影響がある人口成長率が内生的に決定する重複世代モデル（OLGモデル）において、種々
の政策（例：子育て支援の財源選択）がマクロ経済や財政に与える影響について、シミュレーション分析により検証し
た。

研究成果の概要（英文）：In predicting the impact of policies on macroeconomic variables, the government mu
st consider the effect of household fertility choices on demographic trends, as macroeconomic variables ca
n be influenced by population scale. Therefore, this research presents a comprehensive survey of existing 
studies with endogenous fertility models and examines the effect of various policies on macroeconomic and 
fiscal variables through simulation analysis based on the overlapping generational model (OLG) of Oguro et
 al. (2011) which determines population growth endogenously, with the growth rate affected by household fe
rtility choices. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
OECD 加盟国をはじめとする先進諸国は、

急激な高齢化に直面している。その中で、日
本の主な特徴は次の 3つであると考えられる。
1 つ目は、先進諸国の中で、最も高齢化のス
ピードが速いことである。2 つ目は、他の先
進国に先駆けて、既に人口減少経済に突入し
ていることである。3 つ目は、先進主要国の
中で最も突出した公債残高(対 GDP)を抱え
ているという現状である。こうした状況の中、
2004 年の年金改革をはじめとして、様々な
財政・社会保障改革が提言・実施されている
が、近々に団塊世代が社会保障の受給側に転
換することもあり、将来的にも社会保障関係
費は膨張し、財政を圧迫していく可能性が高
い。このため、引き続き、財政・社会保障改
革は喫緊の課題であるのはいうまでもない。
こうした状況のもと、財政・社会保障の改革
の方向性については、様々な先行研究がなさ
れているが、まだまだ残された課題も多い。 
たとえば、これまで、財政・社会保障の改革
が、財政・経済や各世代の効用に与える影響
を分析する際は、Diamond(1965)等に代表さ
れる人口外生の「世代重複モデル」（以下
「OLG モデル」という）を用いて分析を行
うことが多かった。特に、現実の政策との関
係では、多世代（例：85 世代）の OLG モデ
ルを構築して分析することが通常であるが、
これらも人口外生が多い。 
 しかしながら、財政・経済の構造と人口動
態は互いに影響を及ぼしていると考えるの
が自然である。実際、財政・経済の構造は人
口動態に一定の影響を与える一方、人口動態
の変化は財政・経済に一定の影響を及ぼして
いる。 
前者の代表は、賦課方式の年金や子育て支

援（例：子ども手当）である。賦課方式の年
金制度は他人の子どもにフリーライド（ただ
乗り）する誘因があるから、望ましい出生率
よりも低下させてしまうという外部性を有
する。このため、Groezen et al.(2003)等は、
この外部性を子ども手当によって内部化し、
望ましい出生率にまで引き戻すことができ
る可能性を示している。 
また、後者の代表は、毎年、約 1 兆円以上

のペースで膨張している社会保障予算（年
金・医療・介護）である。膨張する社会保障
予算は、巨額の財政赤字を生みだしており、
公債の中立命題が成り立たない場合には、将
来世代に過重な負担を押し付ける可能性が
ある。その結果、若い世代や将来世代の効用
を大きく低下させてしまう可能性がある。 
このため、政府・与党は、将来の財政・社

会保障の担い手を増やす観点から、子ども手
当拡充を含む「子育て支援」にも力を入れて
いる。この子育て支援の目的にはいくつか考
えられるが、いま急速に進む少子化に少しで
もブレーキをかけ、人口動態や財政・経済に
一定の影響を与えることを目的の一つとし
ていることは間違いない。 

しかしながら、「人口外生」の OLG モデル
では、子育て支援の拡充が財政・経済や各世
代の効用に与える影響を分析することは困
難である。 
 
２．研究の目的 
以上のように、財政・経済の構造と人口動

態は互いに影響を及ぼしている可能性が高
く、子育て支援のような政策の効果を分析す
るためには、多世代の人口外生 OLG モデル
でなく、財政・経済の構造と人口動態との関
係を一体的に考察することができるような、
多世代の人口内生 OLG モデルを構築するこ
とが不可欠である。そして、子育て支援の効
果を把握するためには、できる限り、現実の
経済にフィットさせた上で、分析を行う必要
がある。 
また、子育て支援の財源としては通常、消

費税・賃金税・資本課税・公債で調達するこ
とが考えられるが、年金給付の一部を削減し
て調達すること等も考えられ、そのような財
源の選択が各世代の効用に与える影響を分
析しておくことや、財政・社会保障の改革が
将来の人口動態に与える影響を分析してお
くことは、今後の政策立案を考える上で必要
不可欠であるとともに、極めて重要である。 
 そこで、本研究では、これまでに構築し活
用してきた多世代の OLG モデルを上記の分
析が可能となるモデルに拡張・改良すること
によって、子育て支援の財源選択（例：消費
税、賃金税、資本課税、年金給付の一部削減）
や財政・社会保障の改革（例：消費税の引上
げ、年金給付の削減、年金保険料の一部の消
費税化）といった少子高齢化への対応策とし
て想定できるいくつかの政策が、将来の人口
動態や財政・経済をはじめ、各世代の効用に
与える影響の定量的な把握を試みる。また、
必要に応じて政治システムとこれら財政経
済や人口動態との関係についても分析を深
める。 
なお、研究成果の意義を明らかにするため、

子育て支援の財源を何で賄うのが望ましい
かという問題について少々簡単に説明する。 
というのは、子育て支援拡充の財源を何で

賄うかという選択は、人口外生 OLG モデル
では存在しない人口内生 OLG モデルに特有
の問題であるからである。その結果、子育て
支援の財源選択は、現役世代および将来世代
の効用に異なる影響を及ぼすことになる。そ
の際、比較対象として、人口外生 OLG モデ
ルでの先行研究を考える。Diamond(1965)等
に代表される標準的な人口外生 OLG モデル
において、政府支出の経路が定まっている場
合、その支出を賄う財源としては、消費税が
最も望ましく、次に賃金税、そして資本課税
となるケースが通常である。これは、次のよ
うに説明できる。 
 まず一つのベンチマークは、Atkinson and 
Stiglitz(1972)の最適課税（均一課税）から導
かれる「資本課税ゼロ定理」である。 



この定理は、第 1 期（現役期）と第 2 期（引
退期）から成る簡素な 2 世代 OLG モデルを
考えると理解しやすい。各世代は、第 1 期（現
役期）で、労働を提供し賃金を稼ぐとともに、
その賃金の一部を消費し残りを貯蓄する。そ
して、第 2 期（引退期）には、第 1 期の貯蓄
と利子を用いて消費する。このような状況に
おいて、Atkinson and Stiglitz(1972)は、効
用関数に関する一定の前提のもと、第 1 期と
第 2期の異なる消費課税は最適でないことを
示した。なお、第 1 期と第 2 期での異なる消
費課税は、引退期の消費のために貯蓄した利
子に対する課税としての性質をもつことか
ら、この定理は資本課税ゼロが望ましいこと
を示唆する（多世代の人口外生 OLG モデル
でも同様の定理が成立）。 
同様に、Chamley(1986)や Judd(1985)等

も、遺産の引継ぎのある人口外生 OLG モデ
ルにおいて、長期的に資本課税ゼロが望まし
いことを示している。 
また、定常状態では、（1－賃金税率）（1＋

消費税率）＝1 が成立し、借入制約や政府行
動に変化がない場合、消費課税と賃金課税は
同等となる。このため、賃金課税から消費課
税に移行する政策は、上記の同等税率であれ
ば、移行後の世代には何の影響を与えない可
能性があるが、移行期での効果は異なる。こ
れは、移行初期における老齢世代の消費に対
する課税は、歪みのない一括税の性質をもつ
からである。つまり、世代間移転のゼロサム
的性質をもつ政府の通時的予算制約を考慮
すると、この政策は、老齢世代から現役世代
および将来世代への世代間移転の効果をも
つことを示唆する。 
ところで、公的債務の増加はクラウディン

グ・アウトを引き起こし、資本蓄積を抑制し
将来の成長を低下させる可能性がある。同様
に、八田・小口(1999)等によると、賦課方式
の公的年金も対 GDP 比で約 150%にも及ぶ
「暗黙の債務」をもち、将来の成長を抑制さ
せている可能性がある。公的年金は現役世代
および将来世代から老齢世代への世代間移
転であるが、このとき、上記政策の実行は、
老齢世代から現役世代および将来世代への
世代間移転という逆の効果をもち、資本蓄積
を増加させ将来の成長を高める効果をもつ。 
以上から、標準的な人口外生 OLG モデル

では、政府支出の経路が定まっている場合、
その支出を賄う財源としては、消費税が最も
望ましく、次に賃金税、そして資本課税とな
るケースが多い。だが、この標準的な人口外
生 OLG モデルが想定するいくつかの前提を
現実的なものに修正していくと、資本課税ゼ
ロ定理などの結論は異なってくることが知
られている。 
例えば Cremer and Gahvari(1995)は、第

2 期（引退期）の賃金に不確実性がある場合、
第 1 期（現役期）の消費と比較して、第 2 期
の消費に対して追加課税を行うこと（つまり
一定の資本課税）が望ましいことを示した。

同様に、Conesa, Kitao and Krueger(2007)
も、寿命と賃金に不確実性がある場合、一定
の資本課税が望ましいことを示している。ま
た、Saez(2002)は、異なるスキルをもつ個人
間では望ましい貯蓄率は異なることから、資
本課税ゼロが望ましいとは限らないことを
示している。さらに、Weinzierl(2007)は、ヘ
テロな人口動態で、賃金が年齢に応じて変化
する場合、資本に対して課税した方が社会厚
生が高いことを示した。なお、Hubbard and 
Judd(1986)は、資本市場が完全でなく、借入
制約があると、資本課税の根拠がでてくる可
能性を示している。 以上のとおり、Atkinson 
and Stiglitz(1972)の修正により、様々な資本
課税の根拠が提示されている。 
だが、それらは人口外生 OLG モデルを前

提としており、人口内生 OLG モデルにおけ
る資本課税に関する研究は見当たらないの
が現状である。結論を先取りすると、人口内
生 OLG モデルで重要となるのは、子どもの
コストである。例えば、子どものコストが各
世代の生涯賃金の増加関数であると、資本課
税ゼロが望ましいとは限らなくなる。これは、
次のように説明できる。まず、標準的な人口
外生 OLG モデルでは資本課税ゼロが望まし
い。しかし、その場合、資本課税がゼロでな
いケースと比較して、将来世代の生涯賃金は
上昇し子どものコストも増加する。このとき、
生涯賃金の上昇によるプラス効果よりも、子
どものコスト増加に伴うマイナス効果の方
が大きいと、各世代の生涯予算制約における
実質的な生涯賃金は減少してしまうケース
も考えられる。このようなケースでは、資本
課税の根拠がでてくる可能性がある。そこで、
本研究のシミュレーション分析では、子育て
支援拡充の財源として、消費税、賃金税、資
本課税を想定する場合、それが各世代の効用
に与える影響についても分析した。 
 
３．研究の方法 
研究の方法は、①子育て支援、②年金改革、

③財政再建などが、マクロ経済をはじめ、現
存世代および将来世代に及ぼす影響を明ら
かにするため、シミュレーション分析を用い
た。具体的には、 Oguro, Takahata and 
Shimasawa (2011)で構築した一般均衡型 OLG
モデルを改良して分析した。 
 
４．研究成果 
本研究では人口内生モデルを用いてシミ

ュレーションを行い、人口動態やマクロ経済、
財政および各世代の効用に与える子育て支
援の効果を分析した。主な結果を整理すると、
まず人口動態に与える影響については、子育
て支援と財政再建を組み合わせた場合に、最
も効果があるという結果が得られた。それに
続いて効果があるのが、財政再建をせずに子
育て支援を行う場合で、公債発行による財源、
賃金税による財源、消費税による財源、そし
て資本課税による財源で行った場合となっ



ている。 
また将来の公債残高に与える影響が大き

いものとしては、2030 年の数値で現状維持の
場合と比較すると、年金改革もしくは財政再
建を行った場合であり、特に消費増税を行っ
た場合にその効果が大きい。また、一人当た
り公債残高については、年金改革もしくは財
政再建を行わなかったとしても、消費税や賃
金税の場合には改善がみられる。これは、子
育て支援によって将来世代が増加し、それに
よって公債を負担することのできる人数が
増えたためである。 
最後に社会厚生に与える影響については、

2050 年生まれの世代で比較すると、公債発行
を財源とする子育て支援が最も高い効用を
与え、次いで資本課税を財源とする子育て支
援、消費税を財源とする子育て支援となって
いることが示された。 
上記の結果で留意すべきなのは、公債残高

が他のシナリオと比較して突出して大きい
ため、財政の持続可能性の観点から、公債発
行による子育て支援のシナリオであっても、
いずれ財政再建を行う必要が出てくるため、
2050 年よりも後に生まれる世代の効用を高
いまま維持することは難しいだろうという
点である。 
本研究における残された課題として、2 点

あげられる。第 1に、家計が子供の質あるい
は人的資本についても考慮する場合には結
果が異なる可能性があるという点である。家
計にとって子供の数に加えて、子供の質から
も効用が得られているとすると、マクロ経済
に対する子育て支援の影響が異なってくる
と考えられる。例えば、子育て費用が高いと
いった場合に、子供の教育費が高いと感じて
いるのであれば、教育に補助することによっ
て子供のコストが軽減され、子供の数を増や
そうとするが、そうすると子供の平均的な質
が低下し将来世代の生産性が低下する可能
性もある。このように子供の質あるいは人的
資本まで考慮すると、異なったインプリケー
ションが得られる可能性がある。 
第 2に、コスト面以外での子育て支援につ

いて考えられていない点である。家計が子供
を持つかどうかは、当然、子育てがしやすい
環境であるかによって影響を受ける。本研究
のモデルでは、子供のコスト面のみしか見ら
れないが、現実には保育サービスなどの実物
であるサービスの利用可能性などに影響を
受ける。現実的に子育て支援政策を考える際
には、金銭的な子育て支援以外にも、社会全
体での子育てインフラの整備も欠かせない
ことは指摘するまでもない。 
一般に、シミュレーション分析は政策によ

って引き起こされる複数の効果を合わせて
定量的にマクロ経済がどう変化するかを観
察できるため、本研究で取り上げたような一
般均衡分析では特に有用である。しかし、上
記のように未だ検証されていない点も残さ
れており、こうしたモデルで今後の研究で明

らかにされる必要がある。 
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